岩手県社会福祉大会表彰推薦事務に係る留意事項
（令和元年5月　日　岩手県社会福祉協議会作成）
	１　推薦書の作成日について


各表彰種別とも、当該年度4月1日（令和元年度は平成31年4月1日）を基準日とし、推薦書の作成にあたっては基準日現在をもって作成すること。
	２　推薦書の記入について


推薦書の各項目欄は、すべて記入すること。
また、表彰推薦書（永年勤続功労表彰除く）の「功績の概要」欄や、褒賞推薦書の「介護状況」欄については、その内容を具体的に記入すること。（箇条書き可）
　　なお、「功績の概要」欄や「介護状況」欄は、審査の重要な要件となるものであり、必要に応じて当会事務局から推薦者あて照会する場合があること。
	３　民間社会福祉施設役職員の表彰について


民間社会福祉施設役職員を対象とする社会福祉事業功労表彰の推薦は、市町村社会福祉協議会が取りまとめること。
（１）推薦の流れ
　　　　①当会から推薦案内を送付（社会福祉施設を経営する法人等の長あてに送付）→②当該法人等での被表彰候補者の取りまとめ→③各施設所在地の市町村社会福祉協議会へ推薦書の送付→④各市町村社会福祉協議会での取りまとめ（表彰要件等の確認）→⑤当会あて推薦書の送付
（２）留意事項
　　　　①　推薦案内は、当会から社会福祉施設の経営主体（法人等）へ直接送付する。（個々の施設への送付は行わない。）
　　　　②　各法人等で候補者の選定及び推薦書の作成を行い、候補者が所属する施設の所在地の市町村社会福祉協議会あてに推薦書を送付する。
　　　　　　例：盛岡市所在のＡ施設に所属する職員の推薦書→盛岡市社会福祉協議会長あてに送付。矢巾町所在のＢ施設に所属する職員の推薦書→矢巾町社会福祉協議会長あてに送付。
　　　　　　※　同一法人等の経営であっても、施設の所在地毎に提出先が異なること。
　　　　③　各市町村社会福祉協議会は、法人等から送付された推薦書の表彰要件等の確認・点検を行う。（確認必須項目：在職年数の適合、市町村社会福祉協議会長表彰受賞の有無。なお、転勤等により他市町村の社会福祉協議会長表彰を受賞している場合は、当会において確認する。）
	４　表彰要件の功績顕著の考え方について


社会福祉事業功労者功労者の功績顕著の考え方を以下のとおりとする。

（１）所属する組織における功績
所属する組織（社会福祉協議会や施設等）の発展または利用者等のサービス向上、業務効率の改善などの功績が顕著であること。

（理事、監事及び評議員については、当該組織代表者若しくはそれに準じる役職にあって、その功績が顕著であること。）

（２）行政や社協等の委員会や検討会における地域・県域の福祉推進に対する功績

行政や社会福祉協議会等が設置する委員会・検討会等に所属し、又は、協力して地域福祉推進に多大なる貢献をした者であること。
福祉関係委員会や検討会などに委員として参画し、地域福祉や高齢者福祉、障がい者福祉など社会福祉の向上に寄与するなどの具体例があること。

（３）所属する組織以外での活動の功績

種別協議会等の県レベルやブロック組織での役員歴があること、または研修会等での研究発表や研修会等における講師など専門性を活かした活動により、社会福祉の向上に寄与するなどの具体例があること。
原則として、社会福祉協議会、社会福祉団体及び民間社会福祉施設の役職員等については、（１）のみでは功績顕著な者として不十分であり、これに加えて（２）または（３）の功績があることを要件とする。なお、民生委員・児童委員と在宅援護従事者については、（１）の功績又は本来業務での功績で可とする。
	５　表彰要件に定める「市町村社会福祉協議会長等の表彰を受けた者（個人・団体）」について


「市町村社会福祉協議会長等の表彰を受けた者（個人・団体）」とは、市町村社会福祉協議会が開催する市町村社会福祉大会や健康福祉まつり等において、当該協議会長又は、社会福祉大会長等から表彰を受けた者をいう。

　　なお、推薦の基準日である平成31年4月1日時点で表彰を受けていない者は、本年度の推薦の対象にならないこと。
	６　推薦の特例について


社会福祉協議会及び民間社会福祉施設役職員等、在宅援護従事者(里親、職親及び各種相談員)、ボランティア活動功労者・団体、共同募金運動功労者・団体及び褒賞の推薦については、原則として市町村社会福祉協議会長等の表彰（褒賞）を受けている者が対象となるが、市町村社会福祉大会等で表彰規程等がない表彰種別については、表彰要綱4に定めるところのそれぞれの要件（在位等）年数に2年を加えた年数を満たす者を推薦することができること。

　　例えば、市町村社会福祉協議会役員の表彰を定めていない市町村において、当該協議会の理事、監事及び評議員を県社会福祉大会に推薦する場合は、表彰要綱4に定める「10年以上在職」に2年を加え、基準日である本年4月1日で12年以上在職した者について、推薦できること。
	７　公立の施設等の勤務経験の取扱いについて


表彰要綱4（１）⑥に係る公立の施設等の勤務経験については、社会福祉協議会、社会福祉団体、民間社会福祉施設及び公立の施設等（福祉施設職員及びホームヘルパーとして従事した期間に限る）の2ヶ所以上に職員として勤務した場合に限り、公立の施設等で勤務した年数についても通算勤務年数として加算することができること。（公立の施設等のみの勤務については、表彰の対象にならないこと。）
	８　ボランティア活動功労者・団体の取扱いについて


ボランティア活動功労における個人とは、個人としてのボランティア活動に加え、広く地域内でボランティア活動に対し指導的役割を担うなど、ボランティア活動の充実、発展に貢献している者をいう。
また、ボランティア団体の会員として活動している個人については、その活動による功績は個人ではなく、ボランティア団体の功績となるので、団体として取扱うこと。

	９　市町村社会福祉協議会等の合併にかかる取扱いについて


市町村社会福祉協議会の合併にかかる取扱いについては、以下のとおりとする
（１）合併前の旧市町村社会福祉協議会等における在職及び勤務年数は通算して加算すること。

　　（２）旧市町村社会福祉協議会長等の表彰は、合併後の市町村社会福祉協議会長等による表彰履歴として認定し、表彰の対象とすることができること。

	10　表彰の要件の「現にその職にある者」及び「現にその活動が継続しているもの」の規定について


各表彰種別とも、基準日現在、「現にその職にある」または「現にその活動が継続している」ことをいう。
なお、4月1日時点で「現にその職にある者」または「現にその活動が継続しているもの」であった場合には、4月1日以降に退職、活動休止となった場合でも、当該年度の表彰の対象として認められること。
	11　在職期間の算定（産休・育休期間）について


「産休・育休期間」については、在職期間に含めて算定すること。

なお、在職期間の算定にあたり、休職・休業・休暇に関する取り扱いは、次のとおりとする。

	休職・休暇等の区分
	在職期間算定上の取扱

	１　私事事由による休職
	在職期間に　含めない

	２　産前・産後休暇（産休）
	　　　同　　　含める

	３　育児休業（育休）
	　　　同　　　含めない

	４　就業規則で認められた部分休業や介護休暇等
	　　　同　　　含める


	12　民間社会福祉施設及び市町村社会福祉協議会における苦情解決に係る第三者委員等の取扱について


苦情解決事業に係る第三者委員等は、当該施設及び団体等の役員には該当せず、表彰の対象とならないこと。地域福祉権利擁護事業に係る福祉サービス運営適正化委員会委員や苦情解決事業に係る第三者委員等については、その職責の重さは別として、当該施設及び団体等とサービス利用者の双方から中立である「第三者性」が極めて重要とされ、これらの者を当該施設及び団体等の役職員とすることは望ましくないと考えられることから、表彰の対象とはしていないこと。
	13　永年勤続功労表彰の「職員」在任期間と「理事、監事及び評議員」在職期間を通算することについて


職員歴と理事、監事及び評議員歴を通算することは可能であること。
　　ただし、通算した場合は、現に理事、監事及び評議員であっても25年以上の在職期間が必要となること。
　　例１：施設職員として24年勤務、その後当該施設の理事、監事及び評議員として1年以上勤務した場合は対象となる。

　　例２：施設の理事、監事及び評議員として14年勤務、その後当該施設職員として11年以上勤務した場合は対象となる。
	14　褒賞について


　　褒賞は、基準日である平成31年4月1日時点において、現に在宅要援護者を介護している者であること。
　　なお、介護している者が、基準日以降表彰当日までに亡くなった場合は、表彰から除外するものであること。
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